
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

私立保育所等給食支援事業補助金

①物価高騰等に直面している生活者への経済対策として、
保護者が負担している保育所の給食費を物価高騰前と同
水準で維持していくために必要な経費を、私立保育所等へ
補助することで、給食費への価格転嫁を回避し、保護者の
経済的負担が増加することがないように、また、栄養のあ
る給食の提供を継続していくために実施するもの。
②補助金
③主食・副食　1,900円×2,304人×12月
　副食のみ　　1,140円×148人×12月
※積算根拠の人数は、園児数であり、本事業には職員の
給食費は含まれていません。
※その他の27,278千円は市財源（県補助金）
④市内私立認可保育所、認定こども園、小規模保育事業
所

R8.4 R9.3

2
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

学校給食無償化事業

①物価高騰等に直面している生活者への経済対策として、
小学校では、市が提供する給食を無償で提供し、中学校に
おいては、ランチ給食を無償で提供するもの。また、小学校
の給食や中学校のランチ給食を食べない児童生徒の家庭
には、食材費相応分の補助を支給するもの。
②補助金
③中学校給食　413円×3,350人×17回＝23,520,350千円
※うち23,246,000円に交付金を充当
※積算根拠の人数は、児童生徒数であり、本事業には教
職員の給食費は含まれていません。
※給食費負担軽減交付金による支援を踏まえ、（国又は都
道府県）からの基準額に基づく支援額を超える部分に対し
て重点支援地方交付金を充当する。
※その他の735,060千円は市財源（ふるさと応援基金）
④小中学生の保護者

R8.4 R9.3

3
④消費下支え等を通
じた生活者支援

LPガス料金高騰対策支援事業補助
金

①LPガス料金上昇の影響を受ける家庭や事業者の負担軽
減のため、LPガス料金の一部を補助するもの。
②補助金
③ガス料金減免分　1,000円×30,000件
　販売店事務経費分　20,000円×150事業者、100円×
30,000世帯
　LPガス協会事務経費　8,961,220円
※うち37,737千円に交付金を充当
④市民・市内事業者
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